
令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証
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No 事業名
総事業費

【実績額】
（円）

臨時交付金
充当額
（円）

事業概要 成果目標
成果目標（数値）

に対する実績
事業の実施状況及び実績 効果検証 所管課

市予算事業名
（項目名称）

1
住民税非課税世帯等臨時特別
給付金【低所得者世帯給付
金】

211,470,000 211,470,000

コロナ禍における電気・ガス・
食料品等の価格高騰による負担
増を踏まえ、特に家計への影響
が大きい低所得者世帯に給付金
を支給（給付費）

・令和5年度分住
民税非課税世帯給
付金給付額
210,090千円
・令和5年分度住
民税非課税世帯給
付金（家計急変世
帯）給付額
3,000千円

・令和5年度分住
民税非課税世帯給
付金給付額
210,090千円
・令和5年分度住
民税非課税世帯給
付金（家計急変世
帯）給付額
1,380千円

新型コロナウイルス感染症等の影響によ
り、電気・ガス・食料品等が価格高騰す
る中、市民の負担を軽減するため、特に
家計への影響が大きい低所得者世帯の給
付金を支給した。
【3万円】
非課税世帯　7,003件　210,090千円
家計急変世帯　46件　1,380千円

電気・ガス・食料品等が価格高騰する
中、市民の負担を軽減するため、特に家
計への影響が大きい低所得者世帯の給付
金を支給し、生活・暮らしの支援を行っ
た。

生活福祉課
住民税非課税世
帯等臨時特別給
付金

2
住民税非課税世帯等臨時特別
給付金（事務費）

3,250,601 3,250,000

コロナ禍における電気・ガス・
食料品等の価格高騰による負担
増を踏まえ、特に家計への影響
が大きい低所得者世帯に給付金
を支給（事務費）

・令和5年度分住
民税非課税世帯給
付金給付額
210,090千円
・令和5年分度住
民税非課税世帯給
付金（家計急変世
帯）給付額
3,000千円

・令和5年度分住
民税非課税世帯給
付金給付額
210,090千円
・令和5年分度住
民税非課税世帯給
付金（家計急変世
帯）給付額
1,380千円

新型コロナウイルス感染症等の影響によ
り、電気・ガス・食料品等が価格高騰す
る中、市民の負担を軽減するため、特に
家計への影響が大きい低所得者世帯の給
付金を支給するため、これに伴うコール
センター職員人件費、事務経費を支出し
た。
〇人件費　1,291千円
〇消耗品・印刷製本費　239千円
〇通信運搬費・振込手数料　1,425千円
〇システム改修負担金　295千円

電気・ガス・食料品等が価格高騰する
中、市民の負担を軽減するため、特に家
計への影響が大きい低所得者世帯の給付
金を支給するため、市民の問い合わせ等
に対応するコールセンターを設け対応す
ることができ、混乱することなく給付金
を速やかに支給することができた。

生活福祉課

住民税非課税世
帯等臨時特別給
付金（事務費
分）

3
物価高騰対策買物支援ポイン
ト発行事業（重点分）

28,157,000 28,000,000

コロナ禍における物価高騰に対
する市民の生活支援等のため、
デジタルポイントシステムを活
用し、買物支援ポイントを発行

買物支援ポイント
利用額　50,000
千円

買物支援ポイント
利用額　27,818
千円

○加盟店で利用できる買物支援ポイント
を、各世帯の世帯主に配付したデジタル
ポイントカードに対し、市民一人につき
1,000ポイントを世帯人数分を発行し
た。
　ポイント発行総額：51,184千円
　ポイント利用額：27,818千円

○物価高騰の影響を受けている事業者の
経営を支援するとともに、物価高騰に直
面する市民の生活支援を図ることができ
た。

商工振興課
消費喚起ポイン
ト事業補助金

4
物価高騰対策買物支援ポイン
ト発行事業（通常分）

2,000,000 2,000,000

コロナ禍における物価高騰に対
する市民の生活支援等のため、
デジタルポイントシステムを活
用し、買物支援ポイントを発行

買物支援ポイント
利用額　50,000
千円

買物支援ポイント
利用額　27,818
千円

○加盟店で利用できる買物支援ポイント
を、各世帯の世帯主に配付したデジタル
ポイントカードに対し、市民一人につき
1,000ポイントを世帯人数分を発行し
た。
　ポイント発行総額：51,184千円
　ポイント利用額：27,818千円

○物価高騰の影響を受けている事業者の
経営を支援するとともに、物価高騰に直
面する市民の生活支援を図ることができ
た。

商工振興課
消費喚起ポイン
ト事業補助金

5
原油価格・物価高騰対策支援
給付金給付事業（重点分）

143,379,000 143,330,000

コロナ禍においてエネルギー価
格の高騰が続く中、市内事業者
等の負担軽減と経営の安定化を
図るため、給付金を支給する

補助金給付件数
 【福祉関連】
100件
 【その他事業者】
1,300件

補助金給付件数
【福祉関】
87件
【その他事業者】
1,308件

○市内に所在する事業所等を有する者農
林漁業者含む）の事業の用に供する光熱
費（電気、ガス、ガソリン、軽油、灯
油、重油及び混合油）の負担軽減を図る
ため給付金を支給した。
【福祉関連】
　交付件数：87件
　給付金額合計：17,586千円
【その他事業者】
　交付件数：1,308件
　給付金額合計：129,863千円

○原油価格・物価高騰の影響を受けた市
内事業者等の負担軽減と経営の安定化を
図ることができた。

商工振興課
原油価格・物価
高騰対策支援給
付金
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6
原油価格・物価高騰対策支援
給付金給付事業（通常分）

4,070,000 4,070,000

コロナ禍においてエネルギー価
格の高騰が続く中、市内事業者
等の負担軽減と経営の安定化を
図るため、給付金を支給する

補助金給付件数
 【福祉関連】
100件
 【その他事業者】
1,300件

補助金給付件数
【福祉関】
87件
【その他事業者】
1,308件

○市内に所在する事業所等を有する者農
林漁業者含む）の事業の用に供する光熱
費（電気、ガス、ガソリン、軽油、灯
油、重油及び混合油）の負担軽減を図る
ため給付金を支給した。
【福祉関連】
　交付件数：87件
　給付金額合計：17,586千円
【その他事業者】
　交付件数：1,308件
　給付金額合計：129,863千円

○原油価格・物価高騰の影響を受けた市
内事業者等の負担軽減と経営の安定化を
図ることができた。

商工振興課
原油価格・物価
高騰対策支援給
付

7
機械金属業物価高騰対策支援
事業

39,291,000 39,200,000

コロナ禍において資材等の価格
高騰の影響を受けている機械金
属事業者等の経営安定化を図る
ため、製造工程で必要となる工
具類の購入経費の一部を支援

補助金交付事業所
数　100事業所

補助金交付事業所
数：95件

○市内の機械金属事業者・プラスチック
製造業者に対し、製造工程で必要となる
工具類の購入に係る費用の一部を支援し
た。
　交付件数：95件
　給付金額合計：39,291円

○資材高騰が進み、価格転嫁が困難な機
械金属業者、プラスチック製造業者に対
し、製造工程で必要となる工具類の購入
に係る費用の一部を支援することで負担
軽減を図ることができた。

商工振興課
機械金属業物価
高騰対策支援給
付金

8 子育て支援医療事業 7,551,324 7,500,000

コロナ禍において電気・ガス・
食料品等の価格高騰が続く中、
経済的負担が大きい大学生等を
扶養する保護者に対し、大学生
等が医療機関を受診した際の医
療費の自己負担分の一部を助成

大学生等の医療費
補助
10,000千円

大学生等の医療費
補助
7,347,794円

　コロナ禍において電気・ガス・食料品
等の価格高騰が続く中、経済的負担が大
きい大学生等を扶養する保護者に対し、
大学生等が医療機関を受診した際の医療
費の自己負担分の一部を助成を行った。
　令和5年７月から令和６年３月診療分
までを対象とし、補助金申請を受付、大
学生等４４３人分の（2,221件）8,196
千円（４月支払い分含む）を補助した。
※１件：１医療機関1ヵ月分の診療

〇大学生等が受診した医療費を補助し、
保護者の経済的負担を軽減することがで
きた。
〇特に入院の医療費負担には大きな経済
的負担軽減となった。

保険事業課
子育て世帯の大
学生等医療費助
成事業

9
子育て世帯生活支援特別給付
金給付事業

5,546,361 5,400,000

コロナ禍において食費等の物価
高騰の影響を受ける子育て世帯
のうち、住民税均等割のみが課
税されている世帯の生活支援の
ため、給付金を給付する

子育て世帯生活支
援特別給付金給付
額　9,930千円

子育て世帯生活支
援特別給付金給付
額　5,400千円

食費等の物価高騰の影響を受ける子育て
世帯の内、住民税均等割のみが課税され
ている世帯の生活支援のため給付金を支
給した。
【3万円】　180件　5,400千円

食費等の物価高騰の影響を受ける子育て
世帯の内、住民税均等割のみが課税され
ている世帯に給付金を支給し、生活・暮
らしの支援を行った。

こども未来課

子育て世帯生活
支援特別給付金
（均等割のみ課
税世帯）

10 農林水産業物価高騰対策事業 8,450,800 8,400,000

コロナ禍において飼料価格の高
騰や子牛価格の低迷等により、
経営圧迫を受けている農業者の
負担軽減及び事業継続を目的に
給付金を支給する

給付金の給付額
8,450千円

給付金の給付額
8,451千円

市内で畜産物を生産・販売する市内畜産
農業者に対し、飼養頭羽数に給付単価を
乗じて算出した給付金を支給
【支給実績】
　合計8,450,800円
・乳用牛　給付単価16,000円×178頭
＝2,848,000円
・肉用牛　給付単価7,000円×267頭＝
1,869,000円
・肉用鶏・採卵鶏　給付単価100円×
37,338羽＝3,733,800円

　飼料価格高騰により厳しい経営環境に
置かれている農業者を支援し、農業経営
への影響緩和につなげることができた。

農業振興課
畜産飼料高騰対
策支援給付金

11 学校給食支援事業 48,430,739 5,208,000

コロナ禍における物価高騰の影
響により、食材費が高騰する
中、子育て世代の給食費負担を
軽減するため、小中学校に補助
金を交付する

学校給食費の保護
者負担軽減を行う
学校数　小学校17
校、中学校6校

小学校17校、中学
校6校に給食費の
負担軽減

新型コロナウイルス感染症等の影響によ
り給食に係る食材料が高騰する中、子育
て世代の給食費負担を軽減するため、保
護者負担額を200円に統一し、食材費の
差額を小学校17校、中学校6校に補助金
を交付し、給食費の負担軽減を講じた。

給食に係る食材料が高騰する中、保護者
負担額を軽減でき、適切な栄養バランス
や量を保った学校給食を提供できた。

学校教育課
学校給食支援事
業


